データ保護規則と構成国の権利との関係 (<特集I>現代法の諸相と展開) by ロスナーゲル アレクザンダー & 笠原 毅彦
37
2016 年 11 月 5 日，東京専修大学での日本ドイツ憲法判例研究会における講演	※
データ保護規則と構成国の権利との関係










































「桐蔭論叢」第 36 号 2017 年 6 月 特集Ⅰ　現代法の諸相と展開
※本稿は，2016 年 11 月 5 日，カッセル大学ロスナーゲル教授（Prof. Dr. Alexander Roßnagel, Universität Kassel）
のドイツ判例研究会（専修大学）における講演「Die Datenschutz-Grundverordnung und ihr Verhältnis zum 
Recht der Mitgliedstaaten」である。2016 年 4 月 27 日に欧州連合から出されたデータ保護規則が，加盟国である
ドイツにどのような影響を与えるのかを論じたものである。大部の規則を要領よく紹介し，その影響を詳しくまとめ
ており，学問的価値が高い。翻訳して公刊する。
1 Prof. Dr. Alexander Roßnägel, Universität Kassel













第 2 条と第 3 条 3）で実体的適用範囲と地理的
適用範囲を定め，第 5 条で，従来通りデータ











































主体からの直接収集原則（BDSG 第 4 条第 2
項），最小データ（Datensparsamkeit）の原
則（BDSG 第 3 条 a），データの秘密保持の
原則（BDSG 第 5 条），および，宣伝のため
のデータ処理の許容を危険性毎に定めた規定
（例えば，BDSG 第 28 条第 3 項ないし第 5 項），
興信所（BDSG 第 29 条），市場調査（BDSG
第 30 条 a），テレメディア（インターネッ
ト）（テレメディア法第 11 条ないし第 15 条
a），自動化された個別判断（BDSG 第 6 条 a），
ヴィデオカメラによる監視（BDSG 第 6 条 b），



























































追 完 が 必 要 な 規 定 や 通 達（Ankündigun-























































































の草案 20）は規則最終案 21）にまとまった 22）。
議会と理事会の合意により，委員会へ二つの
権限委託文書（delegierte Rechtsakte）23）の



















































を 左 右 す る よ う な 規 定（Identitätsmerk-
male）に関しては適用されないとする。こ
の判決に従えば，欧州連合は「基本法第 23
条第 1 項第 3 文及びこの規定で引用される第










































適用できる。例えば，加盟国は第 6 条第 2 項
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